
 

1 

 

プレスリリース 

 

シミュレーション結果：違法伐採木材規制により 

国産合板価格は 7.22%、合板用丸太需要は 15.67%増加 

 

2013年 11月 

国際環境 NGO FoE Japan 

地球・人間環境フォーラム 

熱帯林行動ネットワーク（JATAN） 

 

違法木材の輸入規制と国産材需要や価格との関連については、これまで明らかにさ

れてこなかったが、今回、法政大学の島本美保子教授のご協力により、仮に「違法伐

採木材（または違法性が強く疑われる木材）が日本市場から排除された場合、国産合

板価格と合板用丸太需要にどのように影響するか」を、過去 20年間のデータを使った

計量モデルによってシミュレーションしていただいた。結果は、違法伐採木材の輸入

が規制されれば合板用丸太需要が上昇する、というものとなった。 

 

日本は国土面積の 66.4％（2,510万ヘクタール1）を森林が占め、先進国では第 3位の

森林率を誇る2。うち約 1,000万ヘクタールが拡大造林政策によるスギ、ヒノキ等の人工

林である3。1964 年に木材が全面的に輸入自由化された後、急速に輸入が増加し、1955

年には約 95％だった木材の自給率は急減し、現在も 3 割に至っていない。拡大造林で

植えられたスギ・ヒノキの多くが現在 40～50 年生となり、主伐期を迎えつつあるが、

国産材価格は低迷を続けている。 

 

 

出典：林野庁木材需給表より作成 

                                                   
1 平成 25年度森林・林業白書 
2 FAO「Global Forest Resources Assessment 2010」 
3 平成 25年度森林・林業白書 
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出典：農林水産省木材統計調査（http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/mokuzai/）より作成 

 

また、日本は世界有数の木材輸入国であり、中国に次ぐ世界 2位の熱帯木材輸入国で

ある。また国内外の環境団体や海外のシンクタンクから、日本が違法木材の輸入国とし

て重要な位置を占めているとの指摘がある。日本の違法伐採対策に関連する法規制は、

2006 年のグリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）によ

る「政府調達における合法木材の優先購入」に限られ、民間に対しては一般的責務とし

て努力が推奨されているのみで、法的拘束力はない。一方、アメリカでは 2008 年（改

正レイシー法）、EU（欧州連合）では 2013年（EU木材法）より違法に伐採された木材

の輸入を禁じる法律が施行され、オーストラリアでも類似の法律が 2014 年に施行開始

される。このように先進諸外国の違法伐採対策が進む中、木材輸入量の多い先進国日本

としても、違法伐採対策を強化する必要に迫られている。日本が輸入する木材に、違法

伐採に由来するものが含まれているとの調査報告は複数あり、木材輸入量に占める違法

伐採木材の割合は控えめに見積もって 9％程度との推定がある4。これは統計上の齟齬を

元に違法材の割合を計算したもので、今回はこの数値を元に試算を行った5。 

このシミュレーションが今後、日本の違法木材輸入対策と、国産材価格の上昇につな

がり、引いては国内林業の活性化に貢献することを期待したい。 

 

 

【本件に関する問合せ】 

国際環境 NGO FoE Japan （三柴、岸田） 

TEL: 03-6907-7217 / FAX: 03-6907-7219  

一般財団法人地球・人間環境フォーラム（坂本、飯沼） 

TEL: 03-5825-9735 / FAX: 03-5825-9737 

 

                                                   
4 Sam Lawson and Larry MacFaul (2010),Illegal Logging and Related Trade. Chatham House 
5 今回の試算には含めていないが、日本の輸入合板および合板原料の主産地であるマレーシアのサラワク州においては

近年、森林伐採権の発行が州の土地法において違法となる判決が出ており、今後このような例も違法材となる可能性が

ある。 
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輸入合板に対する違法材規制が日本の合板需要・合板用丸太需要に与える影響 

 

2013年 11月 

 

法政大学社会学部 島本美保子 

国際環境 NGO FoE Japan 

地球・人間環境フォーラム 

熱帯林行動ネットワーク（JATAN） 

 

EU（欧州連合）、米国が違法伐採材に罰則付きの規制をかける中、木材の合法性につ

いて公共調達以外何の規制もない日本に違法材が集中する傾向が指摘されており、欧米

からも日本の違法材規制に期待が寄せられている。 

そこで違法材の混入が問題視されている合板について、日本と日本に合板を輸出して

いる主要な 3カ国（マレーシア、インドネシア、中国）を対象とした構造方程式モデル

で日本が違法材規制を行った場合、合板市場や合板用丸太市場にどのような影響が現れ

るのか、というシミュレーションを行った。 

Chatham House（2010,p106）の試算では日本の林産物輸入量の 9%が違法材なので、

日本が違法材規制を行い、トレーサビリティの確保されていないマレーシアと中国から

の合板輸入が 9%ずつ減少すると仮定し推定を行ったところ、国産合板価格が 7.22%上

昇し、合板用丸太需要が 15.67%増加するという結果になった。合板用丸太需要増が各

国の丸太需要に按分されれば、国産の合板用丸太需要は 15.67％増加することになる（違

法材規制で、もし合板用ラワン材の供給がゼロになればさらに上乗せで 13.67%増とな

るが、この中の何％が国産材に置き換わるかは今回推定していない）。 

データはいずれも 1990 年～2010 年の値を使い、統計解析パッケージソフト STATA 

ver.11 を使い、3SLS で推定した。表 1 の変数を使用したが、説明力のない変数を落と

して、下記のような結果になった。 
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資料【マレーシア、インドネシア、中国、日本合板モデルシミュレーション結果】 

 

図１モデルの構造 

①マレーシア合板輸入需要関数（R2＝0.8257） 

 lnMEQ= 1.995309  lnHS - 0.1465384 lnIEQ - 1.655129 lnJQ +  14.74939  

           (9.07)          (-5.81)          (-15.67)               

②インドネシア合板輸入需要関数（R2＝0.8243） 

  lnIEQ = 0 .5108323 lnIJEXR + 0.2151193 lnCEP + 10.91683 

          (9.68 )             (2.64) 

③中国合板輸入需要関数（R2＝0.8728） 

  lnCEQ =  1.689334 lnMEQ - 3.377518 lnJQ + 38.35521 

           (7.30)            (-8.99) 

④日本合板需要関数（R2＝0.9515） 

  lnJQ = -0.2657528 lnMEQ - 0.0716788 lnCEQ + 0.8911898 lnHS + 7.773895 

         (-11.23)            (-12.15)          (11.59) 

⑤マレーシア合板輸出供給関数（R2＝0.6050） 

  lnMEQ = 0.7255876 lnMEP + 0.0312116 TimeTrend - 52.50198 

          (3.36)                (3.35) 

⑥インドネシア合板輸出供給関数（R2＝0.8799） 

  lnIEQ = 0.8404739 lnIW - 0.1128124 TimeTrend + 235.8195 

          (6.65)           (-11.97) 

⑦中国合板輸出供給関数（R2＝0.9130） 

  lnCEQ = - 1.347304 lnCW + 0 .3765749 TimeTrend  - 730.233 

            (-3.75)          (10.79) 

丸太市場丸太市場丸太市場丸太市場    

【変数】 

･住宅着工数 

･非木質代替財 

･各国合板価格 

 

日本合板市場日本合板市場日本合板市場日本合板市場    
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⑧日本合板供給関数（R2＝0.9625） 

  lnJQ = 0.4233555 lnJP - 0.052982 TimeTrend +116.761  

           (5.55)         (-24.02) 

⑨日本合板用丸太需要関数（R2＝0.8533） 

  lnJLQ = 2.168689 lnJP - 8.567684 lnJW - 5.241937 lnELP + 87.70217   

         (4.43)            (-6.10)       (-8.28)  

※すべての説明変数について 0.5%有意水準で棄却 

 

表１ 変数の略号、単位、出典等 

 

【モデルの特徴など】 

・各国とも合板価格は有意性がなく、代替国の生産量が大きく効いている。例えばマレー

シア合板の輸入需要関数については日本と中国の合板生産量が、日本の合板需要関数につ

いてはマレーシアと中国の合板生産量が影響している。 

・現地通貨建ての輸出価格と円建て換算した輸出価格で推定を行ったが、円建て輸出価格

のほうが決定係数が下がった。また為替レートも説明変数として加えたが、いずれも有意
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性を持たなかった。 

・合板の（輸出）供給関数については、いずれもタイムトレンドが説明力を持ち、生産要

素価格については有意性が低かった。そして生産要素の中ではどの国も丸太価格について

は説明力が全く、賃金が相対的に説明力が高かった。 

・21年分の年データをもとにおり、自由度が低いという問題を含んでいる。 

 

【影響量の試算】 

④より-0.2657528 lnMEQ、-0.0716788 lmCEQだから 

つまり各国からの合板輸出が 1％減少した場合、国産合板出荷量 0.27％、0.07%が上昇する

ことを意味するから、9%減少すれば、それぞれ 2.43%、0.63%の増加となり、合計 3.06％国

産合板出荷量が増加する。 

 

⑧より、0.4233555 lnJPだから 

国産合板出荷量が 1%増加すると、国産合板価格は 1÷0.4233555%=2.362081％増加する。国

産合板出荷量が今 3.06%増加するから、国産合板価格は 

  3.06×2.36＝7.22％ 

上昇する。 

 

⑨より、2.168689 lnJPだから 

国産合板価格が 7.22%上昇すると合板用丸太需要が 

  7.22と合板用丸＝15.67% 

増加する。 

 

従ってマレーシア、中国からそれぞれ 9％合板輸出が減少すると、国産合板価格が 7.22%上

昇し、合板用丸太需要が 15.67%増加する、ということになる。 

 

【合板用丸太市場について】 

合板用丸太需要量については表 2 のとおりである。丸太市場については供給関数を体系

化しなかった。合板用丸太需要増が等分に各国の丸太需要に反映されれば、国産の合板用

丸太需要は 15.67％増加すること

になる。違法材規制に伴って、ラ

ワン材の供給がゼロになった場合、

もしその需要が国産に全部置き換

わったとすれば、さらに上乗せで

国産合板丸太需要は 13.69%（=341

÷2490×100）増加するので、合計

で 29.36％の増加になる。しかし合

板用丸太需要がすべて他の外材に

置き換われば、合板用丸太需要は

15.67%増にとどまる。 

表2　2010年合板用素材需要量

　1000m3 %
国産材 針葉樹 2476 64.96982

広葉樹 14 0.367358
小計 2490 65.33718

外材 南洋材 424 11.12569
ラワン材 341 8.947783

米材 412 10.81081
北洋材 431 11.30937

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ材 44 1.154553
その他 10 0.262398

小計 1321 34.66282
計 3811 100

出典：平成22年木材需給報告書


